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第3章　諸手当関係（超過勤務手当等）


○ 通知

○超過勤務手当の支給に関する運用基準

（平成7年3月31日　7教総第149号　教育長）
超過勤務手当の支給に関しては、「職員の給与に関する条例」（昭和26年福島県条例第9号。以下「条例」という。同条例の例による「福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例」（昭和31年福島県条例第56）を含む。）及び「職員の給与の支給に関する規則」〔昭和35年福島県人事委員会規則第7号。以下「規則」という。〕に定めるもののほか、この運用基準に定めるところによる。

第１　支給対象職員

超過勤務手当は、次の各号に掲げる者以外の職員に対して支給する。

(1)　給料の特別調整額（市町村立学校にあっては「管理職手当」をいう。以下同じ。）を受ける者（条例第16条の4第1項関係）

(2)　教職調整額の支給を受ける者（（1）に掲げる者を除く。）（福島県義務教育諸学校等の教育職員の給与等の特別措置に関する条例第3条第3項関係）

第２　支給対象となる勤務

職員が、次の1及び2に掲げる勤務(以下「超過勤務」という。)に従事したとき超過勤務手当を支給する。

１　正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ勤務したとき(条例第13条第1項関係)

(1)　正規の勤務時間が割り振られた日(休日給が支給される日を除く。)の正規の勤務時間外の勤務

(2)　正規の勤務時間を割り振らない日(週休日)の勤務

(3)　休日給が支給される日の正規の勤務時間外の勤務

(注)１　その日の勤務時間が始まる前に勤務したとき(午前0時から勤務時間開始前までの勤務)は、その日の超過勤務とする。

２  出張中の職員については、その旅行期間中正規の勤務時間を勤務したものとみなす。ただし、旅行目的地において正規の勤務時間を超えて勤務するべきことを命ぜられ現に勤務し、かつ、その勤務時間につき明確に証明できるものについては超過勤務とする。

２　1の規定にかかわらず、週休日において勤務させるため週休日の振替又は4時間の勤務時間の割り振りの変更により同一週(日曜日から土曜日までをいう。)を超えて勤務時間の割り振りの変更を行い、当該変更前のあらかじめ割り振られた1週間の正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ勤務したとき(条例第13条第3項関係)
(注)１　同一週における割り振りの変更に伴う勤務は、当該超過勤務の対象とはならない。

２　再任用短時間勤務職員等(再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。)については、変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間と、変更前の正規の勤務時間との合計が38時間45分に達するまでの間の勤務は、当該超過勤務の対象とならない。

３　2の規定により割り振りの変更を行う場合は、1日又は4時間を単位とする。

第３　支給額

１　超過勤務手当は、次の算式により得た額を支給する。(条例第13条関係)

　　(勤務1時間当たりの給与額)×(支給割合)×(対象時間数)

２　勤務1時間当たりの給与額は、次の算式により得た額とする。(条例第16条関係)

(1)　再任用短時間勤務職員等以外の職員
給料月額＋給料の調整額＋調整手当(給料の特別調整額及び扶養手当分を除く。)＋初任給調整手当＋特地勤務手当(特地勤務に準ずる手当を含み扶養手当分を除く。)＋寒冷地手当)×12

(38時間45分×52週)－(7時間45分×18日)

(2)　再任用短時間勤務職員等

上記(1)の算式の分母を、(当該職員の1週間当たりの勤務時間×52週)－(7時間45分×当該職員の1週間当たりの勤務時間÷38.75×18日)と読み替えた場合の算式

(注)　市町村立学校にあっては、「特地勤務手当」を「へき地手当」、「特地勤務手当に準ずる手当」を「へき地手当に準ずる手当」と読み替えて適用する。
３　支給割合は、次の表の対象となる勤務ごとに定める割合とする。

(1)　基本的な支給割合（条例第13条、規則第29条の2関係）

	
	対象となる勤務
	対象時間
	支給割合

	第2の1の(1)該当
	正規の勤務時間が割り振られた日(休日給が支給される日を除く。)の正規の勤務時間外の勤務
	午前5時～午後10時
	125／100

	
	
	午後10時～午前5時
	150／100

	第2の1の(2)又は(3)該当
	正規の勤務時間を割り振らない日(週休日)の勤務又は休日給が支給される日の正規の勤務時間外の勤務
	午前5時～午後10時
	135／100

	
	
	午後10時～午前5時
	160／100

	第2の2該当
	同一週を超える勤務時間の割り振りの変更により、あらかじめ割り振られた正規の勤務時間を超える時間の勤務
	1日又は4時間単位
	25／100


(注)　再任用短時間勤務職員等及び育児短時間勤務職員が第2の1の(1)に該当する場合で、正規の勤務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が7時間45分に達するまでの間の勤務に係る支給割合は、100／100とする。
(2)　支給割合の特例（条例第13条第5項、第6項及び第7項、規則第29条の2第3項関係）

第2の1に掲げる勤務及び第2の2に掲げる勤務の時間の合計が、1箇月について60時間を超えた職員については、60時間を超えた全時間に対して次のとおり取扱うものとする。
	
	対象となる勤務
	対象時間
	支給割合

	第2の1の(1)、(2)及び(3)該当
	当該勤務
	午前5時～午後10時
	150／100

	
	
	午後10時～午前5時
	175／100

	第2の2該当
	当該勤務
	
	50／100


（注）　超勤代休時間を取得した場合は、第3の3の(1)により取り扱う。
４　対象時間数の算出方法

(1)　超過勤務手当の支給対象時間数は、その一給与期間(その月の初日から末日までの期間をいう。)の超過勤務の総時間数(前項に規定する支給割合を異にする部分があるときは、その異にする部分ごとに計算した時間数とする。)をいう。

(2)　総時間数に1時間未満の端数が生じた場合は、その端数が30分以上のときは1時間、30分未満のときはこれを切り捨てる。(条例第15条の3、規則第32条の2第2号関係)

５　勤務1時間当たりの給与額に支給割合を乗じて得た額(対象時間数を乗ずる直前の「1時間当たりの単価」をいう。)に1円未満の端数が生じた場合は、これを1円に切り上げる。(条例第15条の2第2項関係)

第４　支給の方法

１　超過勤務手当は、勤務した月の分を翌月の給与支給定日に支給する。(規則第32条関係)

２　所属長は、職員に超過勤務を命ずる場合には別に定める「超過勤務等命令簿」又は「週休日の振替・4時間の割振り変更簿」によりその都度行うものとする。

３　前項に規定する「超過勤務等命令簿」の手当支給の計算に関する事項については、一給与期間ごとに整理する。
第５　特殊勤務手当を受ける職員の超過勤務手当の額の特例

１　日額で定める特殊勤務手当を受ける職員については、その者の超過勤務のうち、当該特殊勤務手当の支給の対象となる勤務時間について、次の算式によって得た額を付加額として支給する。(条例第16条の5、規則第31条関係)

　　　(特殊勤務手当の日額)×5

　　　　　　　38.75
(注)　再任用短時間勤務職員等が、第3の3の(注)に該当し、支給割合が100／100となる超過勤務中に特殊勤務手当(月額で定める以外のものに限る。)の支給対象となる業務を行った場合には、当該付加額は支給しない。

２　前項により付加額を計算する過程において、その1時間当たりの単価(算式中対象時間数を乗ずる直前の額)に1円未満の端数が生じた場合は、これを1円に切り上げる。

３　対象時間数に1時間未満の端数が生じた場合は、その端数が30分以上のときは1時間、30分未満のときは切り捨てる。

（附則）

 　(略)

この基準は、令和2年4月1日から適用する。
別紙　　　　　　　　　　　　超過勤務手当の支給割合
１　正規の勤務時間が割り振られた日（休日給が支給される日を除く。）の正規の勤務時間外の勤務
	
	
	

	
	
	
	
	

	0時　　　 5時
	←正規の勤務時間→
	22時　　　24時


２　正規の勤務時間を割り振らない日（週休日）の勤務

	
	
	

	
	
	

	0時　　　 5時
	
	22時　　　24時


３　休日給が支給される日の正規の勤務時間外の勤務

	
	
	

	
	
	(休日給)
	
	

	0時　　　 5時
	←正規の勤務時間→
	22時　　　24時


４　同一週を超えて割り振り変更された正規の勤務時間

	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	　　
	
	日
	月
	火

	
	7.75
	7.75
	7.75
	7.75
	7.75
	7.75
	
	
	
	7.75－7.75= 0

	7.75



５　同一週内の割り振り変更された正規の勤務時間（参考）
	日
	月
	火
	水
	木
	金
	土
	
	
	日
	月
	火

	7.75
	7.75－7.75=0
	7.75
	7.75
	7.75
	7.75
	
	
	
	
	7.75
	7.75



×(支給割合)×(対象時間数)





…150／100





…125／100





…160／100





…135／100





…160／100





…135／100





当該7時間45分について


25／100支給





※　当該7時間45分については超過勤務手当の対象外
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